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【議案（令和６年度 条例その他） 定県第150号議案】 

 

23 収入証紙に関する条例を廃止する条例の概要 

 

(1) 廃止の理由 

   収入証紙制度の廃止に伴い、当該条例を廃止するものである。 

 

(2) 施行期日及び経過措置 

ア 施行期日 

令和７年10月１日 

  イ 経過措置 

(ｱ) この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に廃止前の収

入証紙に関する条例第５条第１項の規定により販売された証紙（消

印されたもの又は著しく汚染し、若しくは損傷したものを除く。以

下同じ。）は、令和８年３月31日までの間に限り、なお従前の例に

より証紙による収入の方法により徴収する使用料及び手数料の納付

のために使用することができる。 

(ｲ) 証紙を保有する者（廃止前の収入証紙に関する条例第５条第１

項に規定する販売者（以下「販売者」という。）を除く。）は、令

和12年９月30日までに申請したときに限り、その保有する証紙を県

に返還して現金の還付を受けることができる。 

(ｳ) 販売者は、施行日前に買い受けた証紙を施行日以後遅滞なく、

県に返還しなければならない。この場合において、令和12年９月30

日までに申請したときに限り、現金の還付を受けることができる。 

(ｴ) (2)イ(ｳ)の規定により還付を受けようとする販売者は、返還し

ようとする証紙の額面金額の合計額に対応する販売手数料に相当す

る額を同時に納付しなければならない。 
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